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十
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年

五

月

二

十

五

日

参
議
院
行
政
改
革
に
関
す
る
特
別
委
員
会

一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
案
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法

律
案
及
び
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
及
び
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

行
政
改
革
を
進
め
る
上
で

「
民
間
が
担
う
公
益
」
の
重
要
性
が
ま
す
ま
す
増
大
す
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
政
府
は
、
公
益
法

、

人
制
度
改
革
関
連
三
法
の
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
健
全
な
発
展
を
促
進
す
る
と
い
う
今
回
の
改
革
の
趣
旨
を
十
分
踏
ま
え

る
と
と
も
に
、
次
の
事
項
に
留
意
し
、
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

一
、
本
法
の
立
法
趣
旨
や
新
制
度
の
内
容
に
つ
い
て
、
公
益
法
人
の
関
係
者
等
を
中
心
に
周
知
徹
底
す
る
た
め
、
必
要
な
措
置

を
講
ず
る
こ
と
。

二
、
公
益
認
定
等
委
員
会
に
関
し
て
は
、
中
立
性
・
独
立
性
に
配
意
す
る
と
と
も
に
、
専
門
的
知
見
に
基
づ
く
判
断
を
可
能
と

す
る
よ
う
、
そ
の
構
成
等
に
万
全
を
期
す
る
こ
と
。
ま
た
、
事
務
局
に
つ
い
て
は
、
委
員
会
を
適
切
に
補
佐
し
、
認
定
の
審



査
及
び
事
後
の
監
督
に
遺
漏
な
き
よ
う
、
そ
の
体
制
の
整
備
に
努
め
、
事
務
局
長
等
の
人
事
に
つ
い
て
は
委
員
会
と
相
談
し

て
対
応
す
る
こ
と
。
主
務
官
庁
に
よ
る
許
可
主
義
を
廃
止
し
た
今
回
の
制
度
改
革
の
趣
旨
に
か
ん
が
み
、
公
益
認
定
に
お
け

る
そ
の
影
響
力
の
排
除
に
留
意
す
る
こ
と
。

三
、
公
益
認
定
の
制
度
を
統
一
的
で
透
明
性
の
高
い
も
の
と
す
る
た
め
に
、
都
道
府
県
に
対
し
て
情
報
提
供
等
を
行
い
、
全
国

を
通
じ
て
適
切
な
公
益
認
定
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
な
お
、
現
行
の
公
益
法
人
が
新
制
度
下
で
公
益
法
人
に
移
行

す
る
に
際
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
活
動
実
績
を
適
切
に
評
価
す
る
な
ど
の
配
慮
を
行
う
こ
と
。

四
、
制
度
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
積
極
的
な
情
報
公
開
に
よ
る
法
人
の
自
己
規
律
の
向
上
の
意
義
を
踏
ま
え
る
と
と
も
に
、

公
益
社
団
法
人
の
社
員
名
簿
の
閲
覧
等
に
つ
い
て
は
、
個
人
情
報
の
保
護
が
十
分
に
な
さ
れ
る
よ
う
な
運
用
を
行
う
こ
と
。

五
、
本
法
に
基
づ
く
政
令
及
び
府
省
令
に
つ
い
て
は
、
本
委
員
会
に
お
け
る
審
議
を
踏
ま
え
、
ま
た
、
公
益
法
人
等
の
関
係
者

を
含
め
広
く
国
民
か
ら
意
見
を
聴
取
し
て
、
立
法
趣
旨
に
適
合
す
る
よ
う
適
切
に
制
定
す
る
こ
と
。

六
、
新
制
度
の
施
行
に
伴
う
税
制
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
公
益
法
人
が
新
制
度
に
移
行
す
る
に
際
し
て
、
十
分
な
時
間
的
余
裕



を
も
っ
て
判
断
で
き
る
よ
う
、
早
急
に
検
討
を
行
い
、
施
行
ま
で
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

そ
の
際
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
対
す
る
法
人
所
得
課
税
の
在
り
方
に
関
し
て
は
、
共
益
的
性
格
の
法
人

の
会
費
の
扱
い
な
ど
、
当
該
制
度
に
包
含
さ
れ
る
法
人
の
多
様
性
に
配
慮
し
た
適
切
な
税
制
の
導
入
を
検
討
す
る
こ
と
。
ま

た
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
に
対
す
る
法
人
所
得
課
税
及
び
寄
附
金
に
係
る
税
制
に
関
し
て
は
、
適
正
な
規
律

、

、

。

の
下

民
間
の
担
う
公
益
活
動
の
促
進
及
び
寄
附
文
化
の
醸
成
を
図
る
観
点
か
ら

適
切
な
税
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と

七
、
新
制
度
へ
の
移
行
に
際
し
て
混
乱
を
生
じ
な
い
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
本
法
の
施
行
の
状
況
に
変
化
が
生
じ
た
と
き
は
、
広

く
国
民
の
意
見
を
聴
き
、
直
ち
に
見
直
し
を
行
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


